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（単位：千円）

当初予算 第　１　号 第　２　号 第　３　号 第　４　号 第　５　号

３年３月　日 　 年 　月 　日 　 年 　月 　日 　 年 　月 　日 　 年 　月 　日 　 年 　月 　日

補正 -

現計 328,980

補正 -

現計 256,962

補正 -

現計 585,942

補正 -

現計 317,405

補正 -

現計 401,647

補正 -

現計 719,052

 資本的支出

 支　出　計

水　　道　　事　　業　　会　　計　　予　　算　　整　　理　　表

       議決年月日

 区　分

 収益的収入

 資本的収入

 収　入　計

 収益的支出
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 （総則）   
第１条 令和３年度小山町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 
 
 （業務の予定量） 
第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 
  （１）給水戸数           ７，２３６戸 
  （２）年間総給水量     ３，２０３，６２３ｍ３ 
  （３）一日平均給水量        ８，７７７ｍ３ 
  （４）主な建設改良事業   上水道第７期拡張事業（配水池築造・配水管布設工事等） 
 
 （収益的収入及び支出） 
第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 
          収    入 
  第１款 水道事業収益     ３２８，９８０千円 
   第１項 営業収益      ２４９，７１２千円 
   第２項 営業外収益      ６９，２６８千円 

第３項 特別利益       １０，０００千円 
          支    出 
  第１款 水道事業費用     ３１７，４０５千円 
   第１項 営業費用      ２９４，６１７千円 
   第２項 営業外費用       ７，８３３千円 

第３項 特別損失       １２，９５５千円 
   第４項 予備費         ２，０００千円 
 
 （資本的収入及び支出） 
第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

（資本的収入額が資本的支出額に不足する額１４４，６８５千円は、当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額１６，２３５千円、
当年度分損益勘定留保資金９７，５５３千円及び建設改良積立金３０，８９７千円で補てんするものとする。） 

          収    入 
  第１款 資本的収入      ２５６，９６２千円 
   第１項 企業債        ７９，５００千円 
   第２項 国庫補助金     １５７，４４２千円 
   第３項 県補助金           １０千円 

第４項 工事負担金      ２０，０００千円 
第５項 寄附金            １０千円 

          支    出 
  第１款 資本的支出      ４０１，６４７千円 
   第１項 建設改良費     ３８０，５４６千円 
   第２項 企業債償還金     ２１，１０１千円      
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 （企業債） 
第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 
   

起債の目的 限度額（千円） 起債の方法 利率 償還の方法 

上水道第７期 
拡張事業 

７９，５００ 証書借入 

５．０％以内 
（ただし、利率見直し方式で借り入れる政
府資金及び地方公共団体金融機構資金に
ついて、利率の見直しを行った後において
は、当該見直し後の利率） 

政府資金については、その融資条件により、
銀行その他の場合にはその債権者と協定するも
のによる。ただし企業財政の都合により据置期
間及び償還期限を短縮し、又は繰上償還若しく
は低利に借換えすることができる。 

 
（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、２００，０００千円と定める。 
  
（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 
  （１）営業費用と営業外費用の間の流用  
  
（議会の議決を経なければ流用することができない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額
に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

  （１）職員給与費     ４２，１８２千円 
  （２）交際費            ５千円 
  
（たな卸資産購入限度額） 

第９条 たな卸資産の購入限度額は、５，０００千円と定める。 
 
 
 

令和３年２月２５日 提出 

小 山 町 長  池 谷 晴 一 
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令和３年度  小山町水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出
（収入） （単位：千円）

款 項 目 予  定  額 備       考

1 水道事業収益 328,980

1 営業収益 249,712

1 給水収益 241,161 水道料金

2 受託工事収益 500 工事の受託収益

3 その他営業収益 8,051 加入分担金、諸手数料、下水道事業受託収益

2 営業外収益 69,268

1 受取利息及び配当金 10 預金利息及び配当金

2 雑収益 100 営業活動以外の雑収入

3 長期前受金戻入 69,158 補助金等の財源の収益化分

3 特別利益 10,000

1 その他特別利益 10,000 配水管撤去工事に対する負担金

（支出） （単位：千円）

款 項 目 予  定  額 備       考

1 水道事業費用 317,405

1 営業費用 294,617

1 原水及び浄水費 56,906 原水及び浄水施設の維持管理に要する費用

2 配水及び給水費 24,764 配水及び給水施設の維持管理に要する費用

3 受託工事費 500 受託工事に要する費用

4 業務費 27,407 料金調定、検針、営業活動に要する費用

5 総係費 18,279 事業活動全般に要する費用

6 減価償却費 165,711 有形固定資産の減価償却費

7 資産減耗費 1,000 有形固定資産の除却費

8 その他営業費用 50 雑支出

2 営業外費用 7,833

1 支払利息及び企業債取扱諸費 4,333 企業債利息

2 雑支出 500 雑支出

3 消費税及び地方消費税 3,000 消費税及び地方消費税

3 特別損失 12,955

1 固定資産売却損 1 固定資産売却損

2 災害による損失 620 災害による修繕等

3 その他特別損失 12,334 配水管撤去工事、国庫補助金返還金

4 予備費 2,000

1 予備費 2,000 予備費
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資本的収入及び支出

（収入） （単位：千円）

款 項 目 予  定  額 備       考

1 資本的収入 256,962

1 企業債 79,500

1 企業債 79,500 企業債

2 国庫補助金 157,442

1 国庫補助金 157,442 国庫補助金

3 県補助金 10

1 県補助金 10 県補助金

4 工事負担金 20,000

1 工事負担金 20,000 工事負担金

5 寄附金 10

1 建設改良費寄附金 10 建設改良費寄附金

（支出） （単位：千円）

款 項 目 予  定  額 備       考

1 資本的支出 401,647

1 建設改良費 380,546

1 水源施設費 3,891 水源施設設備改良事業費

2 配水施設費 374,655 配水施設整備改良事業費

3 固定資産購入費 2,000 固定資産購入費

2 企業債償還金 21,101

1 企業債償還金 21,101 企業債元金償還金
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1 総　括

※（　）書は、地方公務員法第22条の２第１項に規定する会計年度任用職員のうち同項第１号に該当する職員数（外書き）
　　

期末

給    与    費    明     細    書

（千円）

勤勉

△ 35 △ 7 100

（千円）

管理職員

（千円）

4,269 3,163 0

12,931

(人) （千円） （千円）

2,148

2,091

57

20,203 12,931 35,282

20,234 12,735 35,060

△ 31 196 222 57 279

区分
法定福利費

(千円)

合計

(千円)

6,900

6,843

42,182

41,903

職 員 手 当
特 別 職

(人) （千円） （千円）

一 般 職
給　　与　　費

報 酬 給 料 計

（千円）

手当 手当 手当 手当 勤務手当 手当 手当 手当 手当 特別勤務手当
合計

地域

（千円）

住居

（千円）

通勤

（千円）

時間外

（千円）

宿日直

（千円）

管理職

（千円）

1,653

1,365 0 295 1,150 0 1,653 12,735

1962 0 58 0 0 0

4,234 3,156 1000 353 1,150 0918

840

78

1,367

本年度

前年度

比較

0 5（1）

0 5（1）

0 0（0）

手

当

の

内

訳

区　分

本年度

前年度

比較

扶養

（千円）
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（２）給料及び手当の増減額の明細

増 減 額 説　明 備　　　　　　　考

（３）給料及び手当の状況
　　ア　職員１人当たり給与

一　般　行　政　職 技  能  労  務  職

335,740 -

407,155 -

41.8 -

337,740 -

404,626 -

41.0 -

　　イ　初任給

備考

一般会計と同制度

区分 増　減　事　由　別　内　訳

△ 31

給与改定に伴う増減分

その他の増減分 △ 130 異動等による増減△130

普通昇給に伴う増加分 99 昇給に伴う増加分 5人（1月）

平 均 給 料 月 額　（円）

平 均 給 与 月 額　（円）

平   均   年   齢　（歳）

区　　　　　　　　　　　　　　　分

その他の増減分 280 異動等による増減280
196

制度改正に伴う増減分 △ 84 期末手当（△0.05月）

給　料

手　当

-150,600

182,200 -

高校卒

大学卒

一般行政職　(円） 技能労務職（円）区分

令和３年１月１日現在

令和２年１月１日現在

平 均 給 料 月 額　（円）

平 均 給 与 月 額　（円）

平   均   年   齢　（歳）
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ウ    級 別 職 員 数

※　（　）書は、再任用短時間勤務職員の人数及び構成比（外書き）

※ 各級別の構成比の算出は小数点以下第２位を四捨五入しているため、構成比計と一致しない場合がある。

( 級 別 の 標 準 的 な 職 務 内 容 )

1 20.0

2 40.0

20.0

1 20.0

20.0

100.0

2 40.0

1 20.0

1 20.0

（人）

職員数 構成比

（人） （％）

令和3年1月1日　現在

令和2年1月1日　現在

一般行政職 技能労務職

構成比

（％）

職員数

技能労務職 - -調理員、給食員、用務員、業務員

主事 主査 副主任 主任 副参事

5 級

計

3　級

1

5

1

4　級

5 100.0

5　級 6　級

参事一般行政職

1　級

級

1 級

2 級

3 級

区 分

（ 3 級 ）

6 級

区 分

5 級

計

3 級

1 級

4 級

2 級

6 級

（ 3 級 ）

4 級

2　級
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エ    昇 給

オ    期 末 手 当 ・ 勤 勉 手 当

2.225 2.225

支給率計 職制上の段階、職務の級
等による加算措置

有

1

4

100.0

備　　　考

（月分）

4.45

有

有

4.502.250

1

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ）

本
年
度

（人）

2 号 給 （人）

（人）

（人）（Ａ）

区 分

4 号 給

一般行政職 技能労務職

5

5

4 4

100.0

代 表 的 な 職 種

5

5

5

合 計

職 員 数

1 号 給

号 給 数 別 内 訳

比 率

5

5

4.45

（人）

1

100.0

12月 (月分)

支 給 期 別 支 給 率

（Ｂ）／（Ａ）

6 月 (月分)

3 号 給

（Ｂ）／（Ａ）

5

4

100.0

本 年 度

（％）

（人）

（Ｂ）

職 員 数

（人）

（人）

一 般 会 計 の 制 度

比 率

2.225

（Ａ）

号 給 数 別 内 訳

1 号 給

（人）

（人）

（人）

4 号 給

2 号 給

3 号 給

昇 給 に 係 る 職 員 数

区 分

2.225

1

前 年 度

前
年
度

（人）

（％）

2.250

16



カ    定 年 退 職 及 び 定 年 前 早 期 退 職 に 係 る 退 職 手 当

キ    地 域 手 当

ク    そ の 他 の 手 当

住 居 手 当 同

支 給 対 象 地 域

支給率（％）

支給対象職員数（人）

国の支給基準に基づく支給率（％）

有

6.0

5人

0.0

その他の
加算措置等

備　　考

47.709 47.709

47.709
定年前早期
退職特例

35年

勤続の者

（月分） （月分）

最高限度

支給区分の相違異

同

（ 支 給 率 等 ）

通 勤 手 当

区 分

扶 養 手 当

国の制度との異同

勤続の者

差 異 の 内 容

24.586875

24.586875

一 般 会 計 の 制 度
33.270750

33.270750

（月分）

区 分

支 給 率 等

20年

（月分）

勤続の者

25年

47.709

定年前早期
退職特例
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債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額 

又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書 
 

事   項 限 度 額 
前年度末までの支払義務発生（見込）額 当該年度以降の支払義務発生予定額 左の財源内訳 

期   間 金   額 期   間 金   額 水道事業収益 

 千円  千円  千円 千円 

水質検査業務

委託に要する

経費 

各年度に計上

される水質検

査業務委託料

予算額の範囲

以内 

      ―       ― 
業務の存続する

限り 
限度額に同じ 全  額 
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全　　　体　　　計　　　画

 左  の  財  源  内  訳

款 項 事業名 当 年 度

損益勘定

留保資金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

1 1 2 147,923 71,628 50,000 26,295 147,923 147,923 20.1

3 198,010 107,442 60,800 29,768 198,010 198,010 26.9

4 390,067 214,884 145,200 29,983 390,067 53.0

計 736,000 393,954 256,000 86,046 147,923 198,010 345,933 390,067 100.0

前々年度
末までの
支出額

前年度末
までの
支出

(見込)額

当該年度
支出
予定額

当該年度
末までの
支出
予定額

翌年度
以降
支出

予定額

継続費の
総額に
対する
進捗率

継続費についての前々年度末までの支出額、前年度末までの支出額又は支出額の見込み
及び当該年度以降の支出予定額並びに事業の進行状況等に関する調書

資
本
的
支
出

建
設
改
良
費

国庫
補助金

企業債
建設改良
積立金

年割額年度
備　考

須走低区
配水場

整備事業
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（単位：円）

１  営業収益

（１）給水収益 215,046,365

（２）受託工事収益 454,546

（３）その他営業収益 7,290,092 222,791,003

２  営業費用

（１）原水及び浄水費 49,312,994

（２）配水及び給水費 28,923,771

（３）受託工事費 454,546

（４）業務費 26,148,730

（５）総係費 17,351,147

（６）減価償却費 163,314,000

（７）資産減耗費 5,000,000

（８）その他営業費用 50,000 290,555,188

営業利益 △67,764,185

３  営業外収益

（１）受取利息及び配当金 10,000

（２）雑収入 239,067

（３）長期前受金戻入 69,579,113 69,828,180

４  営業外費用

（１）支払利息及び企業債取扱諸費 3,931,000

（２）雑支出 454,546 4,385,546 65,442,634

経常利益 △2,321,551

５  特別損失

（１）固定資産売却損 1,000

（２）災害による損失 569,092 570,092 △570,092

当年度純利益 △2,891,643

前年度繰越利益剰余金 0

その他未処分利益剰余金変動額 23,860,000

当年度未処分利益剰余金 20,968,357

令和２年度小山町水道事業予定損益計算書
( 令和２年４月１日から 令和３年３月31日まで )
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令和２年度小山町水道事業予定貸借対照表
(令和３年３月31日)

（単位：円）
資産の部

１  固定資産
  （１）有形固定資産
      イ  土地 127,745,850
      ロ  建物 101,593,500
          減価償却累計額 △54,367,675 47,225,825
      ハ  構築物 7,207,123,325
          減価償却累計額 △3,141,339,693 4,065,783,632
      ニ  機械及び装置 563,505,306
          減価償却累計額 △394,170,821 169,334,485
      ホ  車両運搬具 5,098,900
          減価償却累計額 △4,788,675 310,225
      ヘ  工具器具及び備品 1,374,000
          減価償却累計額 △1,268,640 105,360
      ト  建設仮勘定 384,320,948
          有形固定資産合計 4,794,826,325

  （２）無形固定資産
      イ  電話加入権 1,368,000
          無形固定資産合計 1,368,000
          固定資産合計 4,796,194,325

２  流動資産
  （１）現金預金 163,008,923
  （２）未収金 68,597,252
        貸倒引当金 △850,000 67,747,252

  （３）貯蔵品 312,000
  （４）その他流動資産 0
        流動資産合計 231,068,175
        資産合計 5,027,262,500
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３  固定負債
  （１）企業債
      イ  建設改良費等の財源に充てるための企業債 492,564,033
          企業債合計 492,564,033
          固定負債合計 492,564,033

４  流動負債
  （１）企業債
      イ  建設改良費等の財源に充てるための企業債 21,100,995
          企業債合計 21,100,995

  （２）未払金 103,691,120
  （３）引当金
      イ  賞与引当金 3,667,117
          引当金合計 3,667,117

  （４）その他流動負債 300,000
        流動負債合計 128,759,232

５  繰延収益
  （１）長期前受金 3,540,274,817
  （２）収益化累計額 △1,696,365,366
        繰延収益合計 1,843,909,451
        負債合計 2,465,232,716

資本の部

６  資本金 2,252,891,903
７  剰余金
  （１）資本剰余金
      イ  国県補助金 23,073,192
      ロ  工事負担金 13,429,581
      ハ  受贈財産評価額 124,314,303
      ニ  他会計負担金 96,000
          資本剰余金合計 160,913,076

  （２）利益剰余金
      イ  減債積立金 27,259,899
      ロ  利益積立金 21,859,929
      ハ  建設改良積立金 78,136,620
      ニ  当年度未処分利益剰余金 20,968,357
          利益剰余金合計 148,224,805
          剰余金合計 309,137,881
          資本合計 2,562,029,784
          負債資本合計 5,027,262,500

負債の部
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(令和４年３月31日)

（単位：円）
資産の部

１  固定資産
  （１）有形固定資産
      イ  土地 130,744,850
      ロ  建物 101,593,500
          減価償却累計額 △56,312,343 45,281,157
      ハ  構築物 7,339,164,233
          減価償却累計額 △3,285,852,396 4,053,311,837
      ニ  機械及び装置 585,678,943
          減価償却累計額 △405,261,921 180,417,022
      ホ  車両運搬具 5,098,900
          減価償却累計額 △4,951,204 147,696
      ヘ  工具器具及び備品 1,374,000
          減価償却累計額 △1,268,640 105,360
      ト  建設仮勘定 566,326,743
          有形固定資産合計 4,976,334,665

  （２）無形固定資産
      イ  電話加入権 1,368,000
          無形固定資産合計 1,368,000
          固定資産合計 4,977,702,665

２  流動資産
  （１）現金預金 200,237,656
  （２）未収金 15,643,300
        貸倒引当金 △1,000,000 14,643,300

  （３）貯蔵品 455,024
  （４）その他流動資産 0
        流動資産合計 215,335,980
        資産合計 5,193,038,645

令和３年度小山町水道事業予定貸借対照表
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　　　　　 　　　　　負債の部

３  固定負債
  （１）企業債
      イ  建設改良費等の財源に充てるための企業債 549,787,119
          企業債合計 549,787,119
          固定負債合計 549,787,119

４  流動負債
  （１）企業債
      イ  建設改良費等の財源に充てるための企業債 22,276,909
          企業債合計 22,276,909

  （２）未払金 117,796,220
  （３）引当金
      イ  賞与引当金 3,748,000
          引当金合計 3,748,000

  （４）その他流動負債 300,000
        流動負債合計 144,121,129

５  繰延収益
  （１）長期前受金 3,701,603,909
  （２）収益化累計額 △1,765,523,366
        繰延収益合計 1,936,080,543
        負債合計 2,629,988,791

資本の部

６  資本金 2,276,751,903
７  剰余金
  （１）資本剰余金
      イ  国県補助金 23,073,192
      ロ  工事負担金 13,429,581
      ハ  受贈財産評価額 124,314,303
      ニ  他会計負担金 96,000
          資本剰余金合計 160,913,076

  （２）利益剰余金
      イ  減債積立金 27,259,899
      ロ  利益積立金 18,968,286
      ハ  建設改良積立金 47,239,620
      ニ  当年度未処分利益剰余金 31,917,070
          利益剰余金合計 125,384,875
          剰余金合計 286,297,951
          資本合計 2,563,049,854
          負債資本合計 5,193,038,645
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(単位：円)
科　　　　　　目 金　　　　　　額

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー
　　　当年度純利益 1,020,070
　　　減価償却費 165,711,000
　　　長期前受金戻入額 △ 69,158,000
　　　受取利息及び受取配当金 △ 10,000
　　　支払利息 4,333,000
　　　固定資産除却損 1,000,000
　　　固定資産売却損益（△益） 1,000
　　　未収金の増減額（△増加） 2,953,952
　　　未払金の増減額（△減少） 450,000
　　　たな卸資産の増減額（△増加） △ 143,024
　　　引当金の増減額（△減少） 188,000
　　　小計 106,345,998
　　　利息及び配当金の受取額 10,000
　　　利息の支払額 △ 4,333,000
　　　業務活動によるキャッシュ・フロー 102,022,998

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー
　　　固定資産の取得による支出 △ 348,177,457
　　　固定資産売却による収入 0
　　　国庫補助金等による収入 161,329,092
　　　未収金の増減額（△増加） 50,000,000
　　　未払金の増減額（△減少） 13,655,100
　　　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 0
　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 123,193,265

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー
　　　企業債による収入 79,500,000
　　　企業債の償還による支出 △ 21,101,000
　　　他会計からの出資による収入 0
　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 58,399,000

Ⅳ　現金の増減額 37,228,733
Ⅴ　現金の期首残高 163,008,923
Ⅵ　現金の期末残高 200,237,656

令和３年度小山町水道事業予定キャッシュフロー計算書
(令和３年４月１日から令和４年３月31日まで)
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注 記（令和２年４月１日～令和３年３月３１日） 

 

Ⅰ 重要な会計方針 

 １ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

    貯蔵品  取得価額による先入先出法による。 

 ２ 固定資産の減価償却の方法 

  （１）有形固定資産 

    ・減価償却の方法 

      量水器の一部は取替法、その他は定額法による。 

    ・主な耐用年数 

      建物及び構築物    １０年～６５年 

      機械及び装置      ８年～２５年 

      工具・器具及び備品   ５年～１０年 

  （２）無形固定資産 

    ・減価償却の方法 

      電話加入権は、実質的に自由な譲渡性をもつ財産的価値を有するものであり、物理的にも機能的にも減価という概念になじ

まないことから、減価償却を行っていない。 

 ３ 引当金の計上方法 

  （１）退職給付引当金 

      静岡県市町総合事務組合に加入しており、退職手当については、毎事業年度支払う負担金（一般負担金）のみを水道事業会

計が負担しており、積立金の不足等に応じて発生する追加的な費用（収支差額の調整のために支払う負担金、組合脱退時の精

算金等を含む）を全て一般会計が負担することとしているため、将来、公営企業には新たな費用が発生しないこととなるため、

退職給付引当金の計上は行っていない。 
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  （２）賞与引当金 

      職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から

３月までの４か月分）を計上している。 

  （３）貸倒引当金 

      債権の不納欠損による損失に備えるため、不納欠損処理をしていない債権のうち、年度末に時効を迎える債権の残高を回収

不能見込額として計上している。 

       

 ４ 消費税等の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

Ⅱ 予定貸借対照表等に関する注記 

 １ 賞与引当金の取り崩し 

    令和元年１２月から令和２年３月までの賞与及びそれに係る法定福利費は、令和２年６月に支給したため賞与引当金 

３，６６０千円を取り崩した。 
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注 記（令和３年４月１日～令和４年３月３１日） 

 

Ⅰ 重要な会計方針 

 １ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

    貯蔵品  取得価額による先入先出法による。 

 ２ 固定資産の減価償却の方法 

  （１）有形固定資産 

    ・減価償却の方法 

      量水器の一部は取替法、その他は定額法による。 

    ・主な耐用年数 

      建物         １０年～６５年 

      機械及び装置      ８年～２５年 

      工具・器具及び備品   ５年～１０年 

  （２）無形固定資産 

    ・減価償却の方法 

      電話加入権は、実質的に自由な譲渡性をもつ財産的価値を有するものであり、物理的にも機能的にも減価という概念になじ

まないことから、減価償却を行っていない。 

 ３ 引当金の計上方法 

  （１）退職給付引当金 

      静岡県市町総合事務組合に加入しており、退職手当については、毎事業年度支払う負担金（一般負担金）のみを水道事業会

計が負担しており、積立金の不足等に応じて発生する追加的な費用（収支差額の調整のために支払う負担金、組合脱退時の精

算金等を含む）を全て一般会計が負担することとしているため、将来、公営企業には新たな費用が発生しないこととなるため、

退職給付引当金の計上は行っていない。 
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  （２）賞与引当金 

      職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から

３月までの４か月分）を計上している。 

  （３）貸倒引当金 

      債権の不納欠損による損失に備えるため、不納欠損処理をしていない債権のうち、年度末に時効を迎える債権の残高を回収

不能見込額として計上している。 

 

 ４ 消費税等の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

Ⅱ 予定貸借対照表等に関する注記 

 １ 賞与引当金の取り崩し 

    令和２年１２月分から令和３年３月までの賞与及びそれに係る法定福利費は、令和３年６月に支給することになるため、賞与引

当金３，６６７千円を取り崩す。 
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令和３年度    小山町水道事業積算資料
収益的収入及び支出

（収入） （単位：千円）

金   額

1 水道事業 328,980 329,663 △683

収益

1 営業収益 249,712 262,117 △12,405

1 給水収益 241,161 255,971 △14,810 1 水道料金 241,161 水道料金 240,187,000 円

転居精算 974,000 円

2 受託工事 500 500 0 1 受託工事 500 受託工事収益

収益 収益

3 その他 8,051 5,646 2,405 1 材料売却 10 材料売却収益

営業収益 収益

2 手数料 8,031 加入分担金 6,000,000 円

証明手数料 1,000 円

工事申請手数料 390,000 円

指定工事店申請手数料 360,000 円

下水道使用料受託収益 1,280,000 円

3 雑収益 10 雑収入

2 営業外収益 69,268 67,546 1,722

1 受取利息 10 10 0 1 預金利息 10 預金利息

及び配当金

2 雑収益 100 100 0 1 その他 100 その他雑収益

雑収益

3 長期前受金 69,158 67,436 1,722 1 長期前受金 69,158 長期前受金戻入

戻入 戻入

3 特別利益 10,000 10,000

1 その他 10,000 10,000 1 その他 10,000 その他特別利益

特別利益 特別利益 配水管撤去工事負担金 10,000,000 円

説                   明款        項 目 本年度予定額 前年度予定額 比   較
節

区   分
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（支出） （単位：千円）

金   額

1 水道事業 317,405 321,257 △3,852

費用

1 営業費用 294,617 310,954 △16,337

1 原水及び 56,906 62,982 △6,076 8 備消品費 70 備消品費

浄水費 水源地整備用消耗品代

9 燃料費 100 燃料費

自家発電機燃料代

草刈機燃料代

13 委託料 23,201 委託料

電気工作物保安業務委託 365,200 円

水道施設巡回・点検業務委託 8,184,000 円

水質検査業務委託 10,194,580 円

湯船原浄水施設保守点検業務委託 3,232,240 円

湯船原配水場電気設備保守管理業務委託 301,400 円

ＰＣＢ廃棄物収集・運搬 165,000 円

ＰＣＢ廃棄物処理 758,000 円

14 手数料 20 手数料

保菌検査等手数料

15 賃借料 2,201 賃借料

水源地等土地借上料 

16 修繕費 800 修繕費

滅菌機・配電盤等修理代

18 動力費 27,391 動力費

揚水用電気代

19 薬品費 3,123 薬品費

滅菌用薬剤代（次亜塩）

検査用試薬 

2 配水及び 24,764 31,374 △6,610 8 備消品費 30 備消品費

給水費 修理用消耗品代

11 印刷製本費 10 印刷製本費

現場写真印刷代

目 本年度予定額 前年度予定額 比   較
節

区   分
説                   明款        項
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（支出） （単位：千円）

金   額

12 通信運搬費 611 通信運搬費

配水池監視用電話料

13 委託料 3,140 委託料

日曜・祝祭日等給水工事当番店委託 1,689,600 円

漏水調査委託 500,000 円

配水池等槽内清掃委託  500,000 円

水道施設ファイリング業務委託  300,000 円

配水施設除雪委託 150,000 円

15 賃借料 199 賃借料

加圧ポンプ等敷地土地借上料 

配水管布設土地借上料 

共架使用料

16 修繕費 20,264 修繕費

配水及び給水管修理代 15,000,000 円

量水器交換代 2,761,300 円

検満量水器修理代 2,402,430 円

通常時量水器修理代  100,000 円

17 路面復旧費 500 路面復旧費

路面復旧費

20 材料費 10 材料費

修理用材料費

3 受託工事費 500 500 0 23 受託工事費 500 受託工事費

4 業務費 27,407 28,039 △632 1 給料 7,777 給料　　一般職２名

2 手当等 4,125 手当等

扶養手当 198,000 円

地域手当 508,000 円

通勤手当 68,000 円

時間外勤務手当 500,000 円

管理職手当 492,000 円

期末手当 1,351,373 円

勤勉手当 1,007,592 円

款        項 目 本年度予定額 前年度予定額 比   較
節

区   分
説                   明
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（支出） （単位：千円）

金   額

6 旅費 95 旅費

会計年度任用職員通勤手当

8 備消品費 20 備消品費

一般事務用消耗品代 

10 賞与引当金 1,180 賞与引当金繰入額

繰入額 令和4年6月賞与に対する引当金

11 印刷製本費 124 印刷製本費

窓あき封筒印刷代 

予算書・決算書印刷代

12 通信運搬費 716 通信運搬費

納付書・督促状等郵送料

13 委託料 10,251 委託料

検針業務委託 4,200,000 円

電算業務委託 6,050,770 円

14 手数料 971 手数料

水道料金口座振替引落手数料 

水道料金コンビニ収納手数料 

積算ソフト更新手数料 

29 報酬 2,148 報酬

会計年度任用職員報酬 1,730,244 円

会計年度任用職員期末手当 367,677 円

会計年度任用職員時間外勤務手当 50,000 円

5 総係費 18,279 17,696 583 1 給料 5,022 給料

一般職１名

2 手当等 3,207 手当等

扶養手当 360,000 円

地域手当 363,000 円

通勤手当 143,000 円

管理職手当 669,000 円

期末手当 957,569 円

勤勉手当 713,522 円

説                   明款        項 目 本年度予定額 前年度予定額 比   較
節

区   分
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（支出） （単位：千円）

金   額

4 法定福利費 4,250 法定福利費

一般職３名

　共済組合負担金  4,212,433 円

　公務災害補償基金 37,000 円

5 退職給付費 1,920 退職給付費

退職手当組合負担金

6 旅費 86 旅費

普通旅費

8 備消品費 210 備消品費

水道週間行事費

参考図書購入代 

水道新聞代

事務用消耗品代 

作業車消耗品代 

9 燃料費 66 燃料費

10 賞与引当金 1,218 賞与引当金繰入額

繰入額 令和4年6月賞与に対する引当金

11 印刷製本費 10 印刷製本費

16 修繕費 600 修繕費

作業車車検等修理代

22 研修費 30 研修費

水道業務事務研修会及び技術講習会研修費

24 交際費 5 交際費

管理者交際費

27 会費負担金 213 会費負担金

日本水道協会負担金 194,000 円

東部4市2町水道事業研究会負担金  19,000 円

款        項 目 本年度予定額 前年度予定額 比   較
節

区   分
説                   明
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（支出） （単位：千円）

金   額

28 保険料 359 保険料

日本水道協会水道賠償保険 167,580 円

検針員傷害補償保険 46,080 円

検針員賠償責任保険 10,000 円

作業車自賠責保険 56,100 円

作業車任意保険 78,670 円

30 雑費 83 雑費

作業車重量税等雑費

40 貸倒引当金 1,000 貸倒引当金繰入額

繰入額

6 減価償却費 165,711 165,313 398 31 有形 165,711 有形固定資産減価償却費

固定資産

減価償却費 建物・機械・構築物・車輌・工具器具備品の減価償却費

7 資産減耗費 1,000 5,000 △4,000 33 固定資産 1,000 固定資産除却費

除却費 有形固定資産の除却・廃棄

8 その他 50 50 0 36 雑支出 50 雑支出

営業費用

2 営業外費用 7,833 7,682 151

1 支払利息 4,333 4,182 151 37 企業債利息 4,333 企業債利息

及び企業債

取扱諸費

2 雑支出 500 500 0 36 雑支出 500 雑支出

水道料金過年度還付金等 

3 消費税及び 3,000 3,000 0 49 消費税及び 3,000 消費税及び地方消費税

地方消費税 地方消費税

説                   明款        項 目 本年度予定額 前年度予定額 比   較
節

区   分
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（支出） （単位：千円）

金   額

3 特別損失 12,955 621 12,334

1 固定資産 1 1 0 45 固定資産 1 固定資産売却損

売却損 売却損

2 災害による 620 620 0 47 災害による 620 災害による損失

損失 損失 修繕費 500,000 円

時間外勤務手当 50,000 円

燃料費 10,000 円

固定資産除却費 10,000 円

賃借料 50,000 円

3 その他 12,334 0 12,334 51 その他 12,334 その他特別損失

特別損失 特別損失 配水管撤去工事 10,000,000 円

国庫補助金返還金 2,334,000 円

4 予備費 2,000 2,000 0

1 予備費 2,000 2,000 0 50 予備費 2,000 予備費

款        項 目 本年度予定額 前年度予定額 比   較
節

説                   明
区   分
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資本的収入及び支出

（収入） （単位：千円）

金   額

1 資本的収入 256,962 241,798 15,164

1 企業債 79,500 85,700 △6,200

1 企業債 79,500 85,700 △6,200 1 企業債 79,500 企業債

防衛８条（継続費）補助裏分 60,800,000 円

単独事業分 18,700,000 円

2 国庫補助金 157,442 121,628 35,814

1 国庫補助金 157,442 121,628 35,814 1 国庫補助金 157,442 国庫補助金

防衛８条（継続費） 107,442,000 円

防衛９条 50,000,000 円

3 県補助金 10 10 0

1 県補助金 10 10 0 1 県補助金 10 県補助金

4 工事負担金 20,000 34,450 △14,450

1 工事負担金 20,000 34,450 △14,450 1 工事負担金 20,000 工事負担金

5 寄附金 10 10 0

1 建設改良費 10 10 0 1 配水施設費 10 配水施設費寄附金

寄附金 寄附金

説                   明款        項 目 本年度予定額 前年度予定額 比   較
節

区   分
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（支出） （単位：千円）

金   額

1 資本的支出 401,647 385,269 16,378

1 建設改良費 380,546 368,930 11,616

1 水源施設費 3,891 28,440 △ 24,549 41 工事請負費 3,891 工事請負費

水源施設工事

2 配水施設費 374,655 339,890 34,765 1 給料 7,404 給料

一般職２名

2 手当等 5,549 手当等

扶養手当 360,000 円

地域手当 496,000 円

通勤手当 142,000 円

時間外勤務手当 （継続費） 200,000 円

時間外勤務手当 （一般分） 400,000 円

管理職手当 492,000 円

期末手当 1,925,000 円

勤勉手当 1,434,000 円

管理職特別勤務手当 100,000 円

4 法定福利費 2,650 法定福利費

一般職２名

　共済組合負担金 2,629,000 円

　公務災害補償基金 21,000 円

5 退職給付費 1,111 退職給付費

退職手当組合負担金

6 旅費 130 旅費

普通旅費（継続費） 80,000 円

普通旅費（一般分） 50,000 円

8 備消品費 300 備消品費

事務用消耗品代（継続費） 130,000 円

事務用消耗品代（一般分） 170,000 円

9 燃料費 250 燃料費

作業車燃料代（継続費） 100,000 円

作業車燃料代（一般分） 150,000 円

節

区   分
説                   明款        項 目 本年度予定額 前年度予定額 比   較
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（支出） （単位：千円）

金   額

11 印刷製本費 30 印刷製本費

現場写真等印刷代（継続費） 20,000 円

現場写真等印刷代（一般分） 10,000 円

13 委託料 17,710 委託料

工事監理等（継続費） 6,668,000 円

設計業務等（一般分） 11,042,000 円

17 公有財産 3,000 用地購入費

購入費 用地購入費

39 補償金 2,910 補償金

立木等補償金

41 工事請負費 333,601 工事請負費

須走低区配水池築造工事（継続費） 190,812,000 円

第７期拡張計画事業等 142,789,000 円

54 負担金 10 負担金

工事負担金

3 固定資産 2,000 600 1,400 45 固定資産 2,000 固定資産購入費

購入費 購入費

2 企業債 21,101 16,339 4,762

償還金 1 企業債 21,101 16,339 4,762 44 元金償還金 21,101 元金償還金

償還金

節

区   分
説                   明款        項 目 本年度予定額 前年度予定額 比   較
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